令和６年度第１回鳥取県社会福祉・保健サービス評価推進委員会会議録
日時：令和６年２月１４日（金）　１０：００～１１：３０
場所：鳥取県庁本庁舎５階　県土整備部会議室（福祉監査指導課隣）
出席者　（委員）会場　　：４名（井上委員長、上田委員、大畑委員、坂本委員）
　　　　　　　　リモート：２名（小薮委員、山西委員）
　　　　（事務局）会場　：藤島課長、川本課長補佐、高野課長補佐
※開会前に、各委員の音声が即時に他の委員に伝わり、適時的確な意見表明ができることを確認した。

１　開会あいさつ（福祉監査指導課長）
２　議題
（１）鳥取県社会福祉・保健サービス評価事業評価機関認証要綱の一部改正（案）について〔資料１〕
　　要綱の改正案について事務局が説明し、全会一致で承認された。
３　報告
（１）福祉サービス第三者評価事業 令和６年度「評価事業普及推進協議会」の概要について〔資料２〕
（２）評価機関との意見交換会の実施結果について〔資料３〕
（３）第三者評価事業に係る評価調査者の確保について〔資料４〕
（４）令和６年度における評価調査者養成研修及び継続研修の実施状況について〔資料５〕
　　（１）から（４）まで、資料により一括して事務局から報告した。

・（１）は６月３日に東京で開催された協議会の概要について報告した。
・（２）は８月８日にオンラインで実施した県認証評価機関と県との意見交換会の概要を報告した。
・（３）は県内の評価調査者の確保に向けて、課題分析及び人材の確保に向けた方策の検討結果を報告した。
・（４）は令和６年度の研修実施状況について、（３）を踏まえて報告した。
４　意見交換
上記報告について、委員会の所掌事務である「評価調査者の養成に関する事項」や「評価事業の普及啓発に関する事項」の観点から意見交換を行い、次のような意見や提案があった。
・評価調査者養成研修の講師資格者（全国の指導者研修修了者）の確保も課題である。
・評価調査者養成研修のお知らせは、各分野の職能団体へも行うのが有効と思われる。
・まずは第三者評価事業のことや評価結果のことを一般の方に広く承知してもらっていることが必要。この前提があって、初めて受審意欲や評価結果の施設選択情報としての活用につながる。
・第三者評価事業の周知の方法として、単に施設側の努力を求めるだけではなく、受審施設に対して「令和○年度受審済」のような施設の車に貼るステッカーを行政から配付するなど積極的な働きかけがあってもよいのではないか。
・評価機関を選ぶに当たっては、入札で受審料金が安いところに依頼することが多いが、これだと安いところに偏り、評価機関の継続的な運営が困難になったり、集中して受けたところも処理しきれずに評価の質の低下を招いたりするのではないか。
・評価調査者になるにはある程度の見識が必要とのイメージがあり、ハードルが高いと感じる。

・第三者評価事業の受審の有無が施設の一覧で見えるような形であると、利用者の施設選択に役立つとともに、サービス提供側の受審意欲にもつながるのではないか。
・評価機関から評価を受ける側の意見も聞く機会を設ければ、事業推進に向けたいろいろなアイデアが生まれるのではないか。
